
日企 第  460 号

令 和 7年 12月 9日

日置市行政改革推進委員会

会長 様

日置市長  永山由

諮  問 書

下記の事項について、日置市行政改革推進委員会条例第 2条の規定に基

づき諮問いたします。

記

(諮 問事項) 次期行政改革大綱の策定有無 について

(諮問趣 旨 )

本市では、行政改革大綱 (以 下、「大綱」 とい う。)に基づ く行政改革

に約 20年 間取 り組み、行政改革 の業務への定着や職員一人ひ と りの意

識醸成 がな されて きま した。 よ り質 の高い行政サー ビスを提供 してい

くためには行政改革 に終 わ りはな く、引 き続 き取 り組 んでい く必要 が

あ ります。 また今後 は職員 の働 き方 についての取 り組 み も必要 と認識

しています。

一方で、現在の第 4次大綱 に掲げる具体的方策 については、財政計画

や公共施設等総合管理計画・ 個別施設計画、 DX推 進方針 な どの個別

計画等 に多 くの要素が盛 り込 まれ てお り、大綱行動計画 (ア クシ ョン

プ ラン)と 二重 の計画 となつてい るケースがあ ります。 また、 AIの

進化や急速 なデ ジタル化 、少子高齢化 の進展 な ど非常 に速いス ピー ド

で社会 が変化す る中、刻 々 と変 わ る行政課題や市民ニーズに リアル タ

イムに対応す ることが求め られています。

以上のことか ら、次期大綱の策定有無について、貴委員会の意見を求

めます。



令和８年２月６日  

 

 日置市長  永山由高 様 

 

日置市行政改革推進委員会      

会長  石塚孔信      

 

   次期行政改革大綱の策定有無について（答申） 

 

 令和７年12月９日付け日企第 460号で諮問のあった「次期行政改革大綱

の策定有無について」に対し、本委員会において慎重に審議し意見をまと

めましたので、下記のとおり答申します。 

 

記 

 

 日置市においては、平成18年３月に策定された第１次行政改革大綱から

現在の第４次行政改革大綱まで、約20年にわたる行政改革の取り組みによ

って、持続可能な財政運営の推進や公共施設マネジメントの推進など、多

くの目標が達成され、一定の効果が出ていることを評価します。 

 行政需要の高まりや財政運営の観点から、行政改革の取り組みは重要で

あり、これからも継続していく必要はあります。しかしながら、行政改革

大綱アクションプランと、財政計画や公共施設等総合管理計画などの個別

計画等との間に重複する部分があり、限られた人的・物的資源で効率的に

行政改革に取り組むためには、計画のスリム化も必要になると認識してお

ります。 

 以上の理由から、委員会としては、次期行政改革大綱は策定しないこと

が妥当であると判断いたしました。 

 今後は、総合計画や個別計画等で行政改革大綱アクションプランの機能

を維持し、行政改革の取り組みを推進していくこととし、その進捗状況の

公表は市ホームページ等を活用し、適切に行われるよう求めます。 

 なお、現在の行政改革大綱アクションプランにおいて計画より遅れてい

る項目については、引き続き検討を進めていくことを望みます。 


